
1 
 

2016 年５月 31 日 
 
報道関係者各位 

日本原燃株式会社 
 

経営機構改革について 

 
 
当社は、このたび、ガバナンス強化等の観点から、経営機構改革を実施することと

いたしました。概要は、以下のとおりです。 
 

１．取締役会の強化（参考１参照） 

○当社の事業運営に対する取締役会の監督機能を強化するため、電力業界以外か

ら、社外取締役３名を招聘します。各分野の専門家が社外取締役として取締役

会に参画することで、利害関係のない立場から高い見識・専門性を持って執行

役員を監督します。 

○また、各電力会社からも引き続き 10名の役員が社外取締役として就任し、当社

経営に関与します。 

○社内取締役については、現状の 12名から４名とし、この４名の社内取締役が 

社内ガバナンスと技術判断について、執行サイドを代表した責任を負うことと 

します。 

○これにより、改革後の取締役数は、社内取締役４名、電力社外取締役 10名、 

電力業界以外の社外取締役３名の合計 17名となります。半数以上を社外取締役 

が占めることで、取締役会の監督機能の強化、意思決定の透明性向上を図りま 

す。 

 

２．組織改正（参考２参照） 

 ○ガバナンスをより強化するための対策として、組織改正を行います。 
  

＜組織改正の主な内容＞ 

・品質保証室と安全本部を統合し、新たに「安全・品質本部」を設置します。 

・品質保証室から監査部門を分離して、新たに「監査室」を設置します。  

・地域本部と業務本部を統合し、新たに「地域・業務本部」を設置します。 

    

３．実施時期 

  ○取締役会の強化 

・株主総会後の取締役会（2016年６月 30日予定）の決議をもって行います。 

○組織改正 

   ・2016年５月 30日の取締役会で決議を行い、同年６月 30日より実施します。 

・なお、「安全・品質本部」および「監査室」の設置については、保安規定の 

変更後、同規定の施行日をもって施行となります。 

以 上 
 

資料１ 
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＜参考１＞取締役会の強化（イメージ） 

＜改革前＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜改革後＞ 

 
  

社内取締役 

代表取締役  ４名 

取締役    ８名 

社外取締役 

電力社外取締役 10名 

取締役会 

 ・四半期に１度開催（原則） 

 ・取締役 22名 

社内取締役 

代表取締役 ４名 

社外取締役 

電力社外取締役  10名 

独立社外取締役  ３名 

取締役会 

 ・毎月開催（原則） 

 ・取締役 17名 

経営委員会 

執行役員（室長・本部長・事業部長 等） 

執行役員会 

執行役員（室長・本部長・事業部長 等） 

・付議 

・報告 

・付議 

・報告 

・監督 

・監視 

・監督 

・監視 
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＜参考２＞組織図 

（改正前）    ⇒    （改正後）   

社長執行役員 社長執行役員

監査室 監査部
品質保証室 品質保証部

品質監査・考査部 安全・品質本部 安全・品質計画部

安全・品質管理部
地域本部 広報部

経理部

放射線安全部
報道部

環境管理センター
地域交流部

地域・業務本部 総務部

人事部

資材部

業務本部 総務部
情報システム企画部

経営本部 企画部

広報部
原価管理部

報道部

資材部
法務調査部

情報システム企画部
輸送管理部

法務調査部

経営本部 企画部

安全本部 安全統括部
事業戦略部

安全技術部
経理部

環境管理センター
国際業務部

燃料製造事業部

青森総合本部 青森総合本部

輸送管理部
人事部

濃縮事業部 濃縮事業部

埋設事業部 埋設事業部

地域交流部

東京支社 東京支社

監査役 監査役業務部 監査役 監査役業務部

再処理事業部 再処理事業部

燃料製造事業部

 

 

以 上 

網掛け部分が変更箇所 


